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受注高

売上高

経常利益

親会社株主
に帰属する
当期純利益

19,624億円
前期比   8.4%

17,650億円
前期比   7.4%

389億円
前期比   38.4%

402億円
前期比   14.5%
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事業報告（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過及びその成果
日本経済は、個人消費に足踏みがみられるものの、設備投

資の持ち直しやインバウンド需要の拡大を背景として、緩や
かな回復基調を継続しております。一方、先行き不透明な中
国経済や中東情勢等を要因とする海外経済の減速が景気を下
押しするリスクが依然として残る状況にあります。
建設市場においては、企業の設備投資意欲の高まりに伴う

民間投資の持ち直しに加え、政府による防災・減災、国土強
靭化対策等に牽引された堅調な公共投資により、建設投資全
体は底堅く推移しております。しかしながら、建設資材価格
の高止まりや労務需給の逼迫がコスト上昇圧力となっている
ことから、建設業界全体としては厳しい経営環境が続いてお
ります。
こうした状況のもと、当社グループの経営成績につきまし

ては、受注高は前期比8.4％増の1兆9,624億円、売上高は
前期比7.4％増の1兆7,650億円、経常利益は前期比38.4％
減の389億円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比
14.5％減の402億円となりました。
部門別の受注・売上の状況は以下のとおりであります。



土木事業部門 28.6％
グループ
売上高比率

6,821億円
前期比   28.4%

5,055億円
前期比   19.5%

5,188億円
前期比   31.2%

3,501億円
前期比   19.1%

当
社
グ
ル
ー
プ

当 
社

受注高

売上高

受注高

売上高

建築事業部門 63.3％
グループ
売上高比率

11,365億円
前期比   1.4%

11,172億円
前期比   2.2%

10,242億円
前期比   2.6%

10,046億円
前期比   0.0%

当
社
グ
ル
ー
プ

当 

社

受注高

売上高

受注高

売上高
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当社グループの受注高につきましては、当社及び連
結子会社ともに増加したことから、前期比28.4％増
の6,821億円となりました。
当社の受注高につきましては、前期比31.2％増の

5,188億円となりました。官公庁・民間・海外工事の
割合は70.7％・27.0％・2.3％であり、特命比率は
17.0％であります。
当社グループの売上高につきましては、当社及び連

結子会社ともに増加したことから、前期比19.5％増
の5,055億円となりました。
当社の売上高につきましては、前期比19.1％増の

3,501億円となりました。

当社グループの受注高につきましては、当社の減少
により、前期比1.4％減の1兆1,365億円となりまし
た。
当社の受注高につきましては、前期比2.6％減の1

兆242億円となりました。官公庁・民間・海外工事の
割合は8.6％・85.5％・5.9％であり、特命比率は
37.0％であります。
当社グループの売上高につきましては、連結子会社

の増加により、前期比2.2％増の1兆1,172億円となり
ました。
当社の売上高につきましては、前期並みの1兆46億

円となりました。

当社の土木事業部門・建築事業部門における当期中の主な受注工事・完成工事は、4頁〜5頁
に記載のとおりであります。
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開発事業部門 7.4％
グループ
売上高比率

その他 0.7％
グループ
売上高比率

3

不動産業界におきましては、ビル賃貸市場は、オフィス回帰の動きにより直近の空室率は低下
しております。不動産販売市場は、投資家の旺盛な投資意欲のもと、堅調を維持しました。
当社グループの売上高につきましては、当社及び連結子会社ともに増加したことから、前期比

12.5％増の1,297億円となりました。

当社グループの売上高につきましては、当社及び連結子会社ともに増加したことから、前期比
9.0％増の125億円となりました。
当社グループにおける部門別受注高・売上高・繰越高は次のとおりであります。 （単位：億円）

区 分 前 期 繰 越 高 当 期 受 注 高 当 期 売 上 高 次 期 繰 越 高

土 木 事 業 8,690
（1,258）

6,821 5,055 11,716

建 築 事 業 18,913
（736）

11,365 11,172 19,842

開 発 事 業 32 1,311 1,297 46
そ の 他 − 125 125 −

合 計 27,636
（1,995）

19,624 17,650 31,605

注．当期における連結範囲の変更に伴う必要な調整額を「前期繰越高」の（ ）内に外書きで記載しております。

当社における部門別受注高・売上高・繰越高は次のとおりであります。 （単位：億円）

区 分 前 期 繰 越 高 当 期 受 注 高 当 期 売 上 高 次 期 繰 越 高
土 木 事 業 7,932 5,188 3,501 9,619
建 築 事 業 17,892 10,242 10,046 18,087

計 25,824 15,430 13,548 27,706
開 発 事 業 18 311 300 29
そ の 他 − 88 88 −
合 計 25,842 15,829 13,936 27,735



B滑走路延伸部東関東自動車道地下道化その他工事
（千葉県成田市）
発注者：成田国際空港株式会社
データ提供元：成田国際空港株式会社

ＳＭＣ遠野サプライヤーパーク建設計画
（岩手県遠野市）
発注者：ＳＭＣ株式会社

東京国際空港第１旅客ターミナルビル北側サテライト建設工事
（東京都大田区）
発注者：日本空港ビルデング株式会社

（改）高速都心環状線（日本橋区間）シールドトンネル工事
（東京都中央区）
発注者：首都高速道路株式会社

施工区間

東京駅

大手町駅

日本橋駅

神田駅神田橋IC

箱崎JCT
江戸橋JCT

新宿駅西口地区開発計画
（東京都新宿区）
発注者：�小田急電鉄株式会社・東京地下鉄株式会社・

東急不動産株式会社
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主な受注工事
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成瀬ダム原石山採取工事（第１期）
（秋田県雄勝郡）
発注者：国土交通省�東北地方整備局

徳島津田バイオマス発電所
（徳島県徳島市）
発注者：徳島津田バイオマス発電所合同会社

（仮称）三井ショッピングパーク�ららぽーと台中新築工事
（台湾台中市）
発注者：三中東区啦啦寶都股份有限公司

（仮称）難波中二丁目開発計画のうちＡ敷地計画
（大阪府大阪市）
発注者：Centara�Osaka�特定目的会社

川崎市新本庁舎超高層棟新築工事
（神奈川県川崎市）
発注者：川崎市

Ⓒ株式会社レノバ

5

主な完成工事



【TAISEI VISION 2030】達成計画/中期経営計画（2024-2026）ウェブサイト
https://www.taisei.co.jp/ir/management-policy/plan/group.html
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（2）設備投資等の状況
当社グループが当期中に実施いたしました設備投資の総額は、1,216億円であります。このう

ち、主なものは、開発事業における賃貸用ビルの取得であります。

（3）資金調達の状況
当社は、無担保普通社債を2023年12月に100億円（第41回）発行いたしました。

（4）対処すべき課題
2023年度を最終年度とする中期経営計画（2021-2023）は、事業量拡大に向けた生産体制

の整備が遅れたこと、高騰した建設物価の価格転嫁が進まなかったこと、厳しい競争環境の中で
複数の大型工事を戦略的に受注したこと等により、売上高・利益とも数値目標を下回る結果とな
りました。

中期経営計画（2021-2023）最終年度（2023年度）
数値目標 実績 差額

売 上 高 20,000億円 17,650億円 △2,350億円
営 業 利 益 1,400億円 264億円 △1,136億円
当 期 純 利 益 1,000億円 402億円 △598億円
R O E 10％程度 4.6％ ―
配 当 性 向 25％程度 60.3％ ―
純 有 利 子 負 債 （実質無借金の維持） （実質無借金の維持） ―

当社グループでは、前中期経営計画の反省を踏まえ、利益重視の経営方針を明確化するとともに、
【TAISEI VISION 2030】の実現に向け、7年間で取り組んでいく方針と施策を整理した
【TAISEI VISION 2030】達成計画を策定しました。
【TAISEI VISION 2030】達成計画は、「企業価値向上に向けた経営資源の配分方針（経営の

基本方針）」、「事業基盤の整備方針」、「各事業セグメントの2030年度の目指すべき姿とその実現
ストーリー（中長期事業戦略）」、「新たなビジネスモデルの方針」、「事業変革の進め方の方針」
により構成されます。
中期経営計画（2024-2026）は、この達成計画に基づき、利益重視の経営数値目標を設定

しました。投資計画は経営の基本方針（財務政策）に基づいて策定し、将来の成長基盤整備と事
業収益獲得に向けた投資を実行してまいります。
なお、【TAISEI VISION 2030】達成計画及び中期経営計画（2024-2026）は、当社ウェブ

サイトに掲載しております。

https://www.taisei.co.jp/ir/management-policy/plan/group.html
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新たな
ビジネスモデル

投資計画経営数値目標

C

D

E

グループ国内建築事業
グ
ル
ー
プ

海
外
事
業

グループ国内土木事業

グループ国内開発事業

グループエンジニアリング事業

非財務目標

中長期の外部環境
・構造変化

【TAISEI VISION 2030】

グループ理念

大成スピリット

マテリアリティ

【TAISEI VISION 2030】 達成計画

中期経営計画（2024-2026）

経営の基本方針

マテリアリティ・【TAISEI VISION 2030】達成計画から３年後のマイルストーンを設定

●財務政策　　●人的資本　　●技術開発

●サステナビリティ戦略（環境・エネルギー、人権）　　●安全　　●品質

•地域連携戦略
• O&M事業

事業変革の進め方

• M&A
• DX

• 新規事業創出支援
プログラム

事業基盤の整備方針

中長期事業戦略

中期経営計画
（2021-2023）

の総括

【TAISEI VISION 2030】 達成計画の概要
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マテリアリティ
　事業を通じた環境・社会課題の解決に向けて、最新のサステナビリティ課題を踏まえ、理念体系
における位置付けと併せてマテリアリティの見直しを行いました。

マテリアリティ 趣　旨
顧客・社会に対する課題

豊かな暮らしを実現する
新たな価値の共創

⃝社内外連携とオープンイノベーションにより、未来に求められる社会的価値を
まちづくりやインフラ整備に組み入れることによって、お客様の想像を 
超える新たな価値を提供する

環境に対する課題

持続可能な
環境配慮型社会の実現

⃝事業活動が環境に及ぼす影響と環境から受ける影響を認識した上で、環境関
連法令等を遵守しながら、環境関連技術・サービスの開発と普及を進め、 
事業を通じて持続可能な環境配慮型社会の実現に貢献する

社員・取引先に対する課題

一人ひとりが
いきいきと活躍できる
社会・職場環境の実現

⃝当社グループの社員や取引先の社員等、当社グループの仕事に携わる全員が、
自らのキャリアプランに合わせて最大限に能力を発揮できる環境をつくる

⃝当社グループの仕事に携わる全ての人の人権を尊重する

ものづくりへの矜持
～安全・品質・技術～

⃝安全・品質・技術は、顧客満足と社会課題解決の原点であることを再認識し、
自分たちの能力の更なる高みを目指して日々努力する

信頼を支える
公正な企業活動

～コンプライアンス・ガバナンス～

⃝ステークホルダーからの信頼を高めるために、コンプライアンスを徹底する
とともに、企業価値の最大化と毀損防止に向けたガバナンス体制を持続的に
維持する

TAISEI VISION 2030
（中長期的に目指す姿）― グループ理念と大成スピリットの具体化 ―

進化し続ける　The CDE³（キューブ）カンパニー
〔Construction,　Development,　Engineering,　Energy,　Environment〕

～人々が豊かで文化的に暮らせる
レジリエントな社会づくりに貢献する先駆的な企業グループ ～

基本姿勢

1 安全・安心の実現

2 「人」と「技術」と「情報」の最適活用

1 グループ純利益 1,500億円程度
2 ROE 10％程度

※グループ売上高の想定 2.5兆円程度

数値イメージ（利益重視）

1 顧客・サプライヤー・社会 CDE³を通じた利益還元と課題解決・新たな価値創造
2 株主 配当性向25～30％

3 社員 多様な社員の能力を最大限に発揮できる魅力的な環境の整備、人的資本投資の拡充、
身体的・精神的・社会的な健康と幸福感、多様なキャリアパスの実現

ステークホルダーへの還元

8
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中長期事業戦略：2030年度に目指す姿

グループ国内
建築事業

変化する社会ニーズを捉えた成長戦略を描き、技術に裏打ちされた建築関連サービスの提
供により、顧客・社会の価値向上に貢献
～環境技術及びデジタル・スマート化技術の提供、ストック市場でのビジネス展開～

グループ国内
土木事業

高い技術力とグループの総合力を生かしたインフラ整備のトップランナーとして環境・社
会課題の解決に貢献
～国土強靭化／カーボンニュートラル／インフラリニューアル等における事業領域の拡大～

グループ国内
開発事業

培ってきた「開発ノウハウ」とゼネコンとしての「技術力」を武器に、付加価値の高いま
ちづくりに貢献
～持続的かつ発展的なグループ開発事業体制を構築し、グループシナジーの最大化を追求～

グループ
海外事業

国内で培った技術ノウハウを活用し自らも成長しながら、質の高い社会インフラ整備により、
進出国の経済的・社会的発展に貢献
～海外成長市場での現地化推進・高い技術力による差別化・魅力ある事業体制の構築～

グループ
エンジニア
リング事業

製造施設の最新技術に対応しながら、高いエンジニアリング力とゼネコンとしての建築・
土木の設計施工力を生かし、生産施設の企画・設計・施工から維持管理までの一貫した
サービス体制を顧客に提供
～営業・設計への人財投入、外部連携による生産体制の確保、エンジニアリング主体工事の確立～

経営の基本方針

財務政策
財務規律の保持（格付維持）を前提とし、建設事業の円滑な遂行を維持した上で、株主還
元（株主への利益配分）とのバランスを図りながら、成長投資枠を確保することにより、
当社グループの企業価値向上に資する基盤を整備
①ROE10％程度の確保と最適資本構成の追求　 ②投資基準と資金配分政策に基づく成長投資の実施

人的資本
人財が競争力の源泉であることを認識し、必要な施策をスピーディーに実行する
①社員のエンゲージメント向上のために、能力を最大限に発揮できる環境を整備
②当社グループの持続的成長を支えるための人的資本投資を拡充
③身体的・精神的・社会的な健康と幸福感（ウェルビーイング）、多様なキャリアパスを実現

技術開発

取り組むべき技術領域を４つの領域（社会・環境問題､社会基盤強化､地方創生､フロン
ティア対応）に特定
①ZEBやT-e Concrete®等の環境・社会基盤強化技術等の強みを生かし、スーパーゼネコンに社会が

求める技術力を追求し、ブラッシュアップで差別化
②喫緊の課題である担い手不足の解消に向け、生成AI・自動化・遠隔化等の技術を活用し、生産性を

向上、生産プロセスを革新

9



・経営数値目標
グループ国内建築事業の収益体制の立て直し、2024年問題の克服、人的資本投資の拡充等により、再び成長軌道へ

中期経営計画
（2021-2023）

最終年度実績

中期経営計画
（2024-2026）

最終年度目標

TAISEI VISION
2030

最終年度目標
グ ル ー プ 純 利 益 402億円 800億円 1,500億円程度
R O E 4.6％ 8.5％程度 10％程度

中期経営計画（2024-2026） 最終年度目標

＜ご参考＞売上高 19,500億円程度
 ■ 2026年度数値目標には、未決定の政策保有株式の売却及びM&Aは織り込んでおりません。
　なお、当社グループは、政策保有株式について、2026年度末までに連結純資産額の20％未満に縮減することを目標と
　しており、目標どおりに進捗すれば、ROE10％程度が達成できると考えております。政策保有株式の売却により稼得し
　た資金については、財務政策に基づき、配分する方針です。

グループ営業利益

1,200億円
グループ純利益

800億円
ROE

8.5%程度

1. 技術開発・DX投資 1,250億円
2. 人的資本投資 350億円
3. 新たなビジネスモデル関連投資 100億円
注．成長投資・事業投資には、「環境・エネルギー関連投資：750億円」を含む

投資額(３か年) 3,500億円
成長投資

1,700億円
基盤維持投資

600億円
事業投資

1,200億円

1.
（△1,766億円）

開発関連事業投資（うち回収） 1,050億円

2. 再生可能エネルギー投資 150億円

M&A投資

10

中期経営計画（2024-2026）

・投資計画
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【TAISEI VISION 2030】達成計画/中期経営計画（2024-2026）ウェブサイト
https://www.taisei.co.jp/ir/management-policy/plan/group.html
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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応
当社は、新中期経営計画（2024-2026）の策定過程において、財務政策を経営の基本方針の

一つと位置付け、財務規律を維持した最適資本構成及び資金配分政策に係る方針を整理いたしま
した。
また、当方針に基づき、「収益力強化に向けた施策」や「人的資本・技術開発等の成長基盤整

備に向けた施策」及び「株主還元に関する施策」等を推進することにより、企業価値の向上に繋
がる【TAISEI VISION 2030】の実現に向けて取り組んでまいります。
なお、各種施策に係る進捗状況の開示方法やステークホルダーとの対話についても改善してい

く予定です。
これらの取り組みに関しては、当社ウェブサイトに掲載しておりますので、そちらをご確認く

ださい。

時間外労働の上限規制への対応
2024年4月より建設業に適用された時間外労働の上限規制への対応は、当社グループのみな

らず、建設業全体の大きな課題であると認識しております。そのような状況のもと、当社は日本
建設業連合会の一員として、業界全体における取り組みを推進するとともに、協力会社と協働し
て長時間労働の是正や建設技能労働者の処遇改善等に努め、魅力的な労働環境の提供に努めてお
ります。
また、当社は、「適正な事業量の確保と生産体制の立て直し」を経営課題の一つと認識してお

り、社員の労働環境を踏まえ、施工量と利益のバランスを見極めながら事業を進めております。
加えて、「適正な要員配置と適正工期の確保」、「本社・支店の作業所支援体制の強化」及び「ICT
の活用・DXの推進」等の施策を実施することで、時間外労働の上限規制へ対応してまいります。

https://www.taisei.co.jp/ir/management-policy/plan/group.html
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（5）財産及び損益の状況の推移
当社グループの財産及び損益の状況の推移

区 分
第 １ 6 １ 期

２０２０ 年 度

第 １ ６ ２ 期

２０２１ 年 度

第 １ ６ ３ 期

２０２２ 年 度

第 １ ６ ４ 期
（当 期）

２０２３ 年 度
受 注 高 （億円） 16,506 15,897 18,104 19,624

売 上 高 （億円） 14,801 15,432 16,427 17,650

営 業 利 益 （億円） 1,305 960 547 264
親会社株主に帰属
する当期純利益 （億円） 925 714 471 402

1株当たりの当期純利益 （円） 442.66 350.88 241.24 215.75

総 資 産 （億円） 18,706 19,562 20,167 25,836

純 資 産 （億円） 8,444 8,728 8,339 9,610

ROE（自己資本利益率） （％） 11.6 8.4 5.6 4.6
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当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第 １ ６ １ 期

２０２０ 年 度

第 １ ６ ２ 期

２０２１ 年 度

第 １ ６ ３ 期

２０２２ 年 度

第 １ ６ ４ 期
（当 期）

２０２３ 年 度
受 注 高 （億円） 13,214 12,587 14,725 15,829

売 上 高 （億円） 11,449 12,192 13,255 13,936

営 業 利 益 （億円） 1,097 752 416 55

当 期 純 利 益 （億円） 782 577 369 226

1株当たりの当期純利益 （円） 374.33 283.63 189.16 121.30

総 資 産 （億円） 16,456 16,902 17,562 20,577

純 資 産 （億円） 6,695 6,751 6,358 6,696

ROE（自己資本利益率） （％） 12.2 8.6 5.6 3.5
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（6）主要な事業内容
当社グループの主な事業内容は、次のセグメントのとおりであります。
土木事業 … 土木工作物の建設工事全般に関する事業
建築事業 … 建築物の建設工事全般に関する事業
開発事業 … 不動産の売買・賃貸・管理・斡旋等不動産全般に関する事業
そ の 他 … 受託研究・技術提供・環境測定等建設業に付帯関連する事業、

レジャー関連事業、その他サービス業等
主な事業会社である当社は、建設業法による一般・特定建設業者の国土交通大臣許可「（般・

特-3）第300号」及び宅地建物取引業法による宅地建物取引業者の国土交通大臣免許「（15）第
607号」を受け、主に次の事業を行っております。
１．土木建築その他建設工事全般に関する企画、測量、設計、監理、施工、エンジニアリング

及びコンサルティング
２．不動産の売買、賃貸、仲介及び管理
３．都市開発、地域開発その他の事業

（7）重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

大成ロテック株式会社
億円 ％ 舗装工事、その他土木工事の設計、施工及び監理、

舗装用アスファルト合材、建設用資材の製造、販売113 100.0

大成有楽不動産株式会社 100 100.0 不動産の開発・賃貸・転貸・仲介・鑑定、
建物の維持運営管理・リニューアル、保険代理業

大成ユーレック株式会社 45 100.0 建築、土木その他建設工事全般の調査、測量、
企画、設計、監理、施工及び技術指導

株式会社ピーエス三菱 42 50.2 プレストレストコンクリート工事、土木一式工事、
建築一式工事の請負並びに企画、設計、施工監理

大 成 設 備 株 式 会 社 6 99.9 空気調和設備工事、衛生設備工事、電気設備工事、
内装工事及びその他設備全般に関する事業

（8）主要な拠点等
① 当社
本 店 東京都新宿区西新宿一丁目25番1号
支 店 東京支店（東京都新宿区）、関西支店（大阪市）、中部支店（名古屋市）

九州支店（福岡市）、札幌支店、東北支店（仙台市）、中国支店（広島市）
横浜支店、北信越支店（新潟市）、四国支店（高松市）、千葉支店
関東支店（さいたま市）、神戸支店、京都支店、金沢支店、国際支店（東京都新宿区）

海外拠点 台北営業所、フィリピン営業所（マニラ）、シンガポール営業所
クアラルンプール営業所、ジャカルタ営業所、インド営業所（グルグラム）
中東営業所（ドーハ）、北アフリカ営業所（カイロ）
バングラデシュ営業所（ダッカ）

技術センター （横浜市）
注．2024年４月１日より国際事業本部を新設し、国際支店を含む国際事業組織を統合いたしました。
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② 主要な子会社
国 内 大成ロテック株式会社（東京都新宿区）

大成有楽不動産株式会社（東京都中央区）
大成ユーレック株式会社（東京都港区）
株式会社ピーエス三菱（東京都港区）
大成設備株式会社（東京都新宿区）
大成建設ハウジング株式会社（東京都新宿区）
成和リニューアルワークス株式会社（東京都港区）
株式会社佐藤秀（東京都新宿区）

海 外 ビナタ・インターナショナル（ベトナム）
大成フィリピン建設（フィリピン）
大成タイランド（タイ）
大成プロインタン建設（インドネシア）
Taisei USA LLC（アメリカ）

（9）従業員の状況
① 当社グループの従業員の状況

区 分
従 業 員 数

期 末 人 数 前期末比増減（△）
土 木 事 業 5,472名（ 904名） 1,204名（ 56名）
建 築 事 業 8,804名（ 1,501名） 671名（ 174名）
開 発 事 業 1,875名（ 1,792名） △23名（ 20名）
そ の 他 134名（ 89名） △33名（ 1名）

合 計 16,285名（ 4,286名） 1,819名（ 251名）
注．従業員数は就業人員であり、（ ）内は臨時従業員の年間平均人員を外書きで記載しております。

② 当社の従業員の状況
従 業 員 数

平 均 年 令 平均勤続年数
期 末 人 数 前期末比増減（△）

8,720名 107名 42.9才 17.9年
注1．従業員数は就業人員であります。
2．出向者等を含めた在籍者は、8,830名であります。



ニュースリリース ウェブサイト 
https://www.taisei.co.jp/
about_us/wn/2024/
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（10）主要な借入先
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 821 億円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 626
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 262
株 式 会 社 り そ な 銀 行 213
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 193

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
① 当社が施工中の（仮称）札幌北１西５計画における鉄骨建方等の精度不良や世田谷区本庁舎
等整備工事における工程遅延の発生を受け、当社は以下の取り組みを開始いたしました。これ
らを着実に積み重ねることにより、お客様と社会からの信頼に繋げ、品質・工程という当社事
業の礎をより強固なものにしてまいります。

カテゴリ 具体的な取り組み

品質・工程管理

・品質管理本部を設立
・各支店に品質管理業務に専従する品質管理専任者を配置
・工事の特殊性を考慮した要員配置の再徹底
・IT技術の積極的活用、DXの推進

社員教育

・「鉄骨アカデミー」の開設
・いかなる状況でも品質管理が最重要であることの教育実施
・コンプライアンス研修の実施
・企業倫理ヘルプライン（内部通報制度）の再周知

コミュニケーション ・作業所・支店・本社の連携、バックアップの強化
・企業風土改革の実施

② 当社は、2023年12月12日に公表いたしましたとおり、株式会社ピーエス三菱を対象者と
する公開買付けの結果、23,790,587株（議決権保有割合：50.2%）を取得し、2023年12月
18日付で同社を連結子会社といたしました。
なお、株式会社ピーエス三菱は、2024年６月に開催予定の同社の定時株主総会における承

認を条件として、2024年７月１日付で「ピーエス・コンストラクション株式会社」に商号を
変更する予定であります。

③ 当社は、2023年11月30日に公表いたしましたとおり、株式会社佐藤秀の全株式を同日付
で取得し、完全子会社といたしました。

https://www.taisei.co.jp/about_us/wn/2024/
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金融機関
52,396千株
（28.35%）

個人・その他
41,783千株
（22.61%）

政府・地方公共団体
2千株
（0.00%）

証券会社
5,931千株
（3.21%）

外国法人等
69,567千株
（37.65%）

一般法人
15,113千株
（8.18%）

所有者別
株式分布状況
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2 会社の株式に関する事項

（1）発行可能株式総数 440,000,000株

（2）発行済株式の総数 184,795,472株
（自己株式303,760株を含む。）

（3）株主数 56,008名

（4）大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 29,777千株 16.14％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 9,650 5.23

大 成 建 設 取 引 先 持 株 会 6,144 3.33

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE
SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS
INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST

5,945 3.22

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン ク ア ン ド
ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー 505223 4,210 2.28

大 成 建 設 社 員 持 株 会 3,628 1.97

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE U.S.
TAX EXEMPTED PENSION FUNDS 3,328 1.80

ステート ストリート バンク ウェスト
ク ラ イ ア ン ト ト リ ー テ ィ ー 505234 3,292 1.78

み ず ほ 信託退職給付信託 みずほ銀行口 2,857 1.55

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 2,847 1.54
注1．持株比率は自己株式（303,760株）を控除して計算しております。
2．自己株式303,760株には株式給付信託（BBT）が保有する当社株式99,400株は含めておりません。

（5) その他株式に関する重要な事項
2023年5月12日に開催された取締役会の決議に基づき、当社普通株式3,976,100株を取得い

たしました。
また、2024年3月29日に開催された取締役会の決議に基づき、2023年5月15日以降に市場

買付により取得済の自己株式（3,976,100株）を2024年3月29日付で消却いたしました。
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3 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等
会社における地位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役会長 田 中 茂 義 公 益 社 団 法 人 土 木 学 会 会 長

代表取締役社長 相 川 善 郎

代 表 取 締 役 土 屋 弘 志 営業総本部長兼安全担当

代 表 取 締 役 岡 田 正 彦 管理本部長兼新事業企画担当

取 締 役 木 村 普 営業総本部副本部長（土木営業統括）
兼土木営業本部長

取 締 役 山 浦 真 幸 建築総本部長兼建築本部長

取 締 役 吉 野 雄一郎 建築事業戦略担当兼社長室副室長

取 締 役 辻 利 之 営業推進本部長

取 締 役
社 外 独立役員 西 村 篤 子 株 式 会 社 I N P E X 社外取締役

取 締 役
社 外 独立役員 大 塚 紀 男 双 日 株 式 会 社 社外取締役

株式会社世界貿易センタービルディング 社外取締役
取 締 役
社 外 独立役員 國 分 文 也 丸 紅 株 式 会 社 取締役会長

本田技研工業株式会社 社外取締役
取 締 役
社 外 独立役員 上 條 努 東 北 電 力 株 式 会 社 社外取締役

株 式 会 社 オ カ ム ラ 社外取締役

常 勤 監 査 役 林 隆

常 勤 監 査 役 奥 田 秀 一
監 査 役
社 外 独立役員 佐 藤 康 博 一般社団法人日本経済団体連合会 副会長

監 査 役
社 外 独立役員 田 代 政 司
監 査 役
社 外 独立役員 大 原 慶 子

神 谷 町 法 律 事 務 所 パートナー
株 式 会 社 Ｆ Ｐ Ｇ 社外取締役
富 士 急 行 株 式 会 社 社外取締役

監 査 役
社 外 独立役員 三 浦 正 充
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注1．取締役 西村篤子氏、大塚紀男氏、國分文也氏及び上條努氏は社外取締役であります。
なお、４氏は東京証券取引所の定める独立性の要件を満たしており、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に基づき独
立役員として届け出ております。

2．監査役 佐藤康博氏、田代政司氏、大原慶子氏及び三浦正充氏は社外監査役であります。
なお、４氏は東京証券取引所の定める独立性の要件を満たしており、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に基づき独
立役員として届け出ております。

3．監査役 林隆氏は長年にわたり当社及び子会社の経営に携わった経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。

4．監査役 奥田秀一氏は当社の経理部長、サステナビリティ経営推進本部長を歴任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有するものであります。

5．監査役 佐藤康博氏は長年にわたり金融機関の業務及び経営に携わっており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもの
であります。

6．監査役 田代政司氏は長年にわたり会計検査院の業務に携わっており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり
ます。

7．当該年度における重要な兼職の異動は以下のとおりであります。

区 分 氏 名 重要な兼職 異動内容 異動年月日

取締役 田中 茂義 公益社団法人土木学会 会長 新任 2023年6月9日

取締役 大塚 紀男 株式会社世界貿易センタービルディング 社外取締役 新任 2023年５月25日

取締役 國分 文也 一般社団法人日本経済団体連合会 審議員会副議長 退任 2023年５月31日

取締役 上條 努 株式会社帝国ホテル 社外取締役 退任 2023年６月27日

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、取締役（業務執行取締役等を除く）、監査役がその期待される役割を十分に発揮でき

るよう、定款において取締役（業務執行取締役等を除く）、監査役との間で、当社への損害賠償
責任を一定の範囲内に限定する契約を締結できる旨を定めております。
当該定款に基づき当社が取締役 西村篤子氏、大塚紀男氏、國分文也氏、上條努氏及び監査役

の全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。
（取締役の責任限定契約）

会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない
ときは、金1,000万円又は会社法第425条第1項第1号及び第2号の合計額のいずれか高い額を
限度として損害賠償責任を負うものとする。

（監査役の責任限定契約）
会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない

ときは、金1,000万円又は会社法第425条第1項第1号及び第2号の合計額のいずれか高い額を
限度として損害賠償責任を負うものとする。
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（3）会社補償契約の内容の概要
当社は、現任の取締役及び監査役全員との間で、会社法第430条の2第1項に規定する補償契

約を締結し、同項第1号の費用及び同項第2号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償
することとしております。
ただし、補償の実行に関する判断は、取締役会の決議により行うものとしております。このほ

か、当社が各取締役及び各監査役に対してその責任を追及する場合には、これらの者に生じる費
用は原則として補償しないこととし、また、これらの者が職務を執行するにあたり悪意又は重過
失があった場合には、補償を受けた費用等を返還させることができることとするなど、被補償者
の職務の執行の適正性が損なわれないようにするために一定の措置を講じております。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役及び監査役を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しております。
その契約内容の概要は次のとおりであります。

① 被保険者の実質的な保険料の負担割合
保険料は全額会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。

② 填補の対象とされる保険事故の概要等
被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けること

によって生ずることのある損害を保険で填補します（ただし、法令違反の行為であることを認識
して行った行為である場合等の保険契約に定められた免責事由に該当するものを除く）。
なお、本保険契約の被保険者には、当社執行役員も含まれております。

（5）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方針に関する事項
当社は、報酬委員会において審議の上、2021年2月25日開催の取締役会において、取締役の

個人別報酬に係る決定方針を決議しており、その内容は、以下のとおりです。
1．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する基本方針
当社における取締役の報酬等は、金銭報酬としての固定報酬及び業績連動報酬（金銭報酬）並

びに非金銭報酬としての業績連動報酬（株式報酬）により構成され、当社及び当社グループの事
業規模、内容、業績、個々の職務内容や責任などを総合的に考慮してその内容を定めております。
報酬等の内容の決定にあたっては、取締役会の事前審議機関である「報酬委員会」において検

討の上、職責及び役位（執行役員を兼務する場合の執行役員の役位を含む。以下同様。）に応じ
た個人別の報酬等を取締役会において決定します。
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最大値

当事業年度

最小値

60.0％

88.9％

100.0％

8.7％

： 固定報酬（金銭）
： 業績連動報酬（金銭）
： 業績連動報酬（株式）

31.3％

11.1％

社外役員取締役（社内）

（員数）
3

4
〔委員〕
　社外取締役　4名
　（うち1名が委員長）

〔オブザーバー〕
　社外監査役　1名
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報酬委員会は、独立性・客観性と説明責任を強化するため、委員長及び委員の半数以上を独立
社外取締役とし、審議の妥当性を確保するという観点から独立社外監査役をオブザーバーとして
おります。これにより、報酬等を適正に検討できる体制としております。

［当社取締役報酬の模式図］

注1．上記の割合は、例として代表取締役社長の報酬額について算出しております。なお、2023年４月17日に公表いたしましたと
おり、同年４月〜６月の３か月間、月例報酬の50%を返上しております。

2．社外取締役は固定報酬のみとし、業績連動報酬の支給対象外としております。

［報酬委員会の構成］

2．固定報酬の額又はその算定方法等の決定に関する方針
固定報酬は、在任中、毎月一定期日に支給するものとし、当社の事業規模、内容、個々の職務

内容や責任などを総合的に考慮し、職責に応じて定め、社外取締役以外の取締役については役位
に応じて累進するように定めております。

3．業績連動報酬の業績指標の内容及び額又は数の算定方法等・非金銭報酬の内容及び額もしく
は数又はその算定方法等の決定に関する方針
業績連動報酬は、各取締役が業績の向上及び企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目

的として設定しております。ただし、社外取締役については業績連動報酬の支給対象外としてお
ります。
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（ア）業績連動報酬（金銭報酬）
業績連動報酬（金銭報酬）は、在任中、毎月一定期日に支給するものとし、グループ経営に対

する取締役の責任と報酬の連動を明確にすることを目的として当社グループの短期業績に連動す
る内容及び額とするように定めております。
業績指標は、当社グループの事業活動に対する最終的な成果を示す指標である直近連結会計年

度の連結損益計算書における親会社株主に帰属する当期純利益を採用し、役位に応じて累進する
ように定めております。

（イ）業績連動報酬（株式報酬）
業績連動報酬（株式報酬）は、取締役の報酬と当社グループの業績及び株式価値との連動性を

より明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主と共有
することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とし、
中長期業績に連動する内容及び額とするように定めております。
株式給付信託（＝Board Benefit Trust）方式を採用し、定時株主総会開催日を付与日とし

て、取締役会において定めた「役員株式給付規程」に基づき、在任中、毎期ポイントを付与して
累積します。取締役が退任し、「役員株式給付規程」に定める受益者要件を満たした場合、所定
の受益者確定手続を行うことにより、1ポイント当たり1株として累積ポイント数に相当する当
社株式を給付します。なお、当該給付の一部を、当社株式に代えて、当社株式の時価相当の金銭
とすることがあります。
業績指標は、業績連動報酬（金銭報酬）と同様に、直近連結会計年度の連結損益計算書におけ

る親会社株主に帰属する当期純利益を採用しております。
各取締役に付与するポイントは、業績達成状況、職務内容及び責任などを考慮して代表取締役

及び取締役に区分してそれぞれ定めております。

4．各種類の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
業績連動報酬については、金銭報酬及び株式報酬それぞれにおいて基準となる業績値を設定し

た上で、当該基準と比較して好業績となる場合に業績連動報酬の割合が増加するように定めてお
ります。
中長期的観点からは、固定報酬の割合を縮減し、業績連動報酬の割合を高めていくよう見直し

を検討していくものとします。
ただし、社外取締役の報酬等については、固定報酬のみとします。

② 監査役の報酬等の額又はその算定方法の決定方針に関する事項
監査役報酬等については固定報酬のみで構成されており、各監査役の報酬額は監査役会にて協

議の上、決定しております。
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③ 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会決議に関する事項

区 分 報酬等の種類 報酬限度額 株主総会決議日 決議時点の
支給対象役員の員数

取締役

固定報酬
月総額70百万円以内 2006年6月27日

（第146回定時株主総会）

14名
（うち社外取締役2名）

業績連動報酬（金銭報酬） 12名

業績連動報酬（株式報酬）
１事業年度当たりの上限
付与数：合計35,000ポイント

（1ポイント＝1株）
拠出金額：1億円以内

2020年6月24日
（第160回定時株主総会） 8名

監査役 固定報酬 月総額12百万円以内 1994年6月29日
（第134回定時株主総会）

5名
（うち社外監査役2名）

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

区 分 報酬等の
総額

報酬等の種類別の総額
対象となる
役員の員数金銭報酬 非金銭報酬

固定報酬 業績連動報酬 株式報酬

取締役
（うち社外取締役） 518

百万円
472

百万円
46
百万円

ー
百万円

16
名

（58） （58） （ー） （ー） （４）
監査役

（うち社外監査役）
124 124 ー ー ７
（57） （57） （ー） （ー） （４）

注1．金銭報酬のうち業績連動報酬の業績指標は、当社グループの事業活動に対する最終的な成果を示す指標であることを理由として、
直近連結会計年度の連結損益計算書における親会社株主に帰属する当期純利益を採用しており、当連結会計年度の連結損益計算
書における親会社株主に帰属する当期純利益は40,272百万円であります。

2．非金銭報酬である株式報酬は、株式給付信託（＝Board Benefit Trust）方式を採用し、定時株主総会開催日を付与日として、
取締役会において定めた「役員株式給付規程」に基づき、在任中、毎期ポイントを付与して累積します。取締役が退任し、「役員
株式給付規程」に定める受益者要件を満たした場合、所定の受益者確定手続を行うことにより、1ポイント当たり1株として累積
ポイント数に相当する当社株式を給付します。なお、当該給付の一部を、当社株式に代えて、当社株式の時価相当の金銭とする
ことがあります。株式報酬は、業績連動報酬にも該当し、その業績指標は、当社グループの事業活動に対する最終的な成果を示
す指標であることを理由として、直近連結会計年度の連結損益計算書における親会社株主に帰属する当期純利益を採用しており、
当連結会計年度の連結損益計算書における親会社株主に帰属する当期純利益は40,272百万円であります。

3．当事業年度に支給した取締役の報酬は、株主総会において決議された報酬限度額の範囲内にあり、取締役会において決議された
取締役の個人別報酬に係る決定方針に従ったものです。また、取締役会の事前審査機関である報酬委員会において審議の上、取
締役会において決議されたものになります。
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（6）社外役員に関する事項
① 社外役員の重要な兼職の状況等
「（1）取締役及び監査役の氏名等」に記載のとおりであります。
なお、各社外役員の兼職先と当社との間に記載すべき関係はありません。

② 社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 西 村 篤 子

当事業年度に開催した取締役会の全てに出席し、外交官の経験に裏打ちされたグロー
バルな視点と専門的な見識に基づき、取締役会において、社外取締役として、客観
的・中立的な立場で、当社の経営を監督するとともに、業務執行に対する提言・助
言を行いました。
また、取締役会の事前審議機関であるガバナンス体制検討委員会の委員長として、
当事業年度開催の同委員会4回全てに出席し、事業環境の変化を踏まえたグループ
ガバナンス体制の整備をはじめとした議論を主導しました。
同氏に期待する役割である、ガバナンス体制やコンプライアンス体制の強化、ダイ
バーシティの推進、経営幹部の選解任、国際事業をはじめとする重要事項に係る監
督及び提言・助言をいただき、当社グループの持続的な成長と企業価値の更なる向
上に寄与しております。

取 締 役 大 塚 紀 男

当事業年度に開催した取締役会の全てに出席し、経営者の経験に裏打ちされた幅広
い視点と見識に基づき、取締役会において、社外取締役として、客観的・中立的な
立場で、当社の経営を監督するとともに、業務執行に対する提言・助言を行いまし
た。
また、取締役会の事前審議機関である役員人事委員会及び報酬委員会の委員長とし
て、役員人事委員会については当事業年度開催の同委員会6回全てに出席し、取締
役に求めるスキル及び経営層育成プラン等をはじめとした議論を主導し、報酬委員
会については当事業年度開催の同委員会５回全てに出席し、中長期的な戦略実現に
向けた役員報酬のあり方等に関する議論を主導しました。
同氏に期待する役割である、ガバナンス体制やコンプライアンス体制の強化、経営
幹部の選解任、経営戦略をはじめとする重要事項に係る監督及び提言・助言をいた
だき、当社グループの持続的な成長と企業価値の更なる向上に寄与しております。

取 締 役 國 分 文 也

当事業年度に開催した取締役会の全てに出席し、経営者の幅広い視点と見識に基づ
き、取締役会において、社外取締役として、客観的・中立的な立場で、当社の経営
を監督するとともに、業務執行に対する提言・助言を行いました。
また、取締役会の事前審議機関であるサステナビリティ委員会の委員長として、当
事業年度開催の同委員会に出席し、サステナビリティ経営のあり方等に関する議論
を主導しました。
同氏に期待する役割である、ガバナンス体制やコンプライアンス体制の強化、経営
幹部の選解任、経営戦略をはじめとする重要事項に係る監督及び提言・助言をいた
だき、当社グループの持続的な成長と企業価値の更なる向上に寄与しております。

取 締 役 上 條 努

2023年6月27日開催の第163回定時株主総会において社外取締役就任後、当事業
年度に開催した取締役会の全てに出席し、経営者の経験に裏打ちされた幅広い視点
と見識に基づき、取締役会において、社外取締役として、客観的・中立的な立場
で、当社の経営を監督するとともに、業務執行に対する提言・助言を行いました。
また、取締役会の事前審議機関である役員人事委員会、報酬委員会及びサステナビ
リティ委員会に出席し、社外取締役としての客観的・中立的な立場から、有用な意
見をいただきました。
同氏に期待する役割である、ガバナンス体制やコンプライアンス体制の強化、経営
幹部の選解任、経営戦略をはじめとする重要事項に係る監督及び提言・助言をいた
だき、当社グループの持続的な成長と企業価値の更なる向上に寄与しております。
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区 分 氏 名 主な活動状況

監 査 役 佐 藤 康 博
当事業年度開催した14回の取締役会のうち13回に、14回の監査役会のうち13回
に出席し、金融機関の経営者として培われた豊富な経験と幅広い見識、財務・会
計に関する豊富な知見に基づき、必要に応じて意見を述べております。

監 査 役 田 代 政 司
当事業年度開催した取締役会及び監査役会の全てに出席し、会計検査院における
豊富な経験と幅広い見識、財務・会計及び監査に関する豊富な知見に基づき、必
要に応じて意見を述べております。

監 査 役 大 原 慶 子
当事業年度開催した取締役会及び監査役会の全てに出席し、弁護士としての専門
的かつ高度な知見や豊富な国際経験、ダイバーシティに関する見識に基づき、必
要に応じて意見を述べております。

監 査 役 三 浦 正 充
当事業年度開催した取締役会及び監査役会の全てに出席し、国際捜査を含む警察
行政における豊富な経験と高い見識に基づき、必要に応じて意見を述べておりま
す。

〔ご参考〕
執行役員（2024年4月1日現在）

役 職 氏 名 担 当 業 務
社 長 相 川 善 郎
副社長執行役員 土 屋 弘 志 営業総本部長兼国際事業担当兼安全担当
副社長執行役員 谷 山 二 朗 サステナビリティ総本部長兼クリーンエネルギー・環境事業推進本部長
副社長執行役員 木 村 普 営業総本部副本部長（土木営業統括）兼土木営業本部長
副社長執行役員 小 口 新 平 西日本営業本部長
副社長執行役員 岡 田 正 彦 管理本部長兼新事業企画担当
専務執行役員 今 憲 昭 札幌支店長
専務執行役員 江 島 明 東京支店新宿駅開発担当
専務執行役員 北 口 雄 一 営業総本部副本部長（建築営業統括）
専務執行役員 白 川 賢 志 土木本部長
専務執行役員 笠 原 淳 一 管理本部副本部長
常務執行役員 鈴 木 淳 司 中部支店長
常務執行役員 西 岡 巌 東北支店長
常務執行役員 中 屋 亮 中国支店長
常務執行役員 安 部 吉 生 土木営業本部副本部長
常務執行役員 亀 澤 靖 土木本部土木設計担当
常務執行役員 長 島 一 郎 技術センター長
常務執行役員 高 浜 信一郎 エンジニアリング本部長
常務執行役員 越 智 繁 雄 技術担当
常務執行役員 加 藤 美 好 クリーンエネルギー・環境事業推進本部副本部長
常務執行役員 植 松 徹 リニューアル本部長
常務執行役員 谷 川 裕 二 設備本部長
常務執行役員 澤 田 和 宏 技術担当
常務執行役員 髙 瀨 昭 雄 技術担当
常務執行役員 鎌 田 優 建築営業本部長（第一）
常務執行役員 井 尻 裕 二 原子力本部長
常務執行役員 菅 原 達 也 国際事業本部長
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役 職 氏 名 担 当 業 務
常務執行役員 松 村 正 人 設計本部長
常務執行役員 深 澤 裕 紀 社長室長
常務執行役員 山 浦 真 幸 建築総本部長兼建築本部長
常務執行役員 吉 野 雄一郎 建築事業戦略担当兼社長室副室長
常務執行役員 辻 利 之 営業推進・ソリューション本部長
常務執行役員 中 村 有 孝 東京支店長
常務執行役員 眞 武 伸 哉 営業総本部建築営業担当
常務執行役員 北 川 克 彦 営業総本部建築営業担当
常務執行役員 西 山 秀 樹 土木本部副本部長兼土木部長
常務執行役員 山 﨑 貴 士 都市開発本部長兼国際開発事業担当
常務執行役員 羽 場 幸 男 社長室副室長兼経営企画部長兼新事業企画部長
常務執行役員 上 田 洋 二 技術担当兼エネルギー・環境担当
常務執行役員 篠 崎 洋 三 設計本部副本部長（構造）
常務執行役員 鈴 木 新 建築営業本部長（第二）
常務執行役員 河 合 邦 彦 品質管理本部長兼建築品質管理部長
常務執行役員 青 木 俊 彦 国際事業本部副事業本部長（土木）
執 行 役 員 山 内 泰 次 技術担当
執 行 役 員 吉 田 正 大 営業総本部営業担当
執 行 役 員 清 水 正 巳 技術担当兼土木本部土木技術部長
執 行 役 員 波多江 祐 輔 安全本部長
執 行 役 員 浅 田 佳 之 関東支店長
執 行 役 員 廣 瀬 淳 一 千葉支店長
執 行 役 員 足 立 憲 治 関西支店長
執 行 役 員 槇 田 素 之 秘書部長
執 行 役 員 西 河 誠 九州支店長
執 行 役 員 森 田 浩 三 調達本部長
執 行 役 員 網 頭 正 記 建築営業本部（第二）副本部長
執 行 役 員 小 山 重 久 建築営業本部長（第三）
執 行 役 員 玉 村 光 平 東京支店副支店長（受注推進担当）
執 行 役 員 島 伸 一 横浜支店長
執 行 役 員 三 木 洋 人 土木営業本部副本部長
執 行 役 員 山 内 浩 実 医療・医薬営業本部長（第四）
執 行 役 員 冨 永 正 北信越支店長
執 行 役 員 大 塚 洋 志 管理本部人事部長
執 行 役 員 田 邉 智 丈 エンジニアリング本部副本部長

エグゼクティブ・フェロー（役員待遇）（2024年4月1日現在）

役 職 氏 名 担 当 業 務
エグゼクティブ・フェロー 丸 屋 剛 技術センター副技術センター長兼社会基盤技術研究部長
エグゼクティブ・フェロー 富 田 朱 彦 都市開発本部副本部長兼国際開発事業担当
エグゼクティブ・フェロー 船 水 富士男 建築総本部副本部長兼建築本部作業所業務推進センター長
エグゼクティブ・フェロー 廣 瀬 淳 建築総本部副本部長兼建築本部デジタルプロダクトセンター長
エグゼクティブ・フェロー 出 野 昭 彦 設計本部副本部長（設備）
エグゼクティブ・フェロー 坂 本 英 俊 土木本部機械部長
エグゼクティブ・フェロー 平 井 浩 之 設計本部副本部長（建築）兼関西支店設計部長
エグゼクティブ・フェロー 髙 村 潔 エンジニアリング本部副本部長
エグゼクティブ・フェロー 谷 口 敦 土木本部土木技術部部長（技術担当）兼都市土木技術室長
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4 会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称
有限責任 あずさ監査法人

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、定款において、会計監査人との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲内に限定

する契約を締結できる旨を定めております。
当該定款に基づき当社が会計監査人と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであ

ります。
会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がな

いときは、金1億円又は会社法第425条第1項第1号及び第2号の合計額のいずれか高い額を限
度として損害賠償責任を負うものとする。

（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
区 分 報酬額

① 当社が支払うべき公認会計士法第2条第1項の業務についての報酬等の額 100百万円

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 395百万円
注1．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、

実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。
2．当社及び当社子会社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項業務以外であるデューデリジェンス業務等についての対
価を支払っております。

3．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び監査報酬の推移等について確認し検討した結果、会計監査人
の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。なお、解任後最初に招集される
株主総会におきまして、監査役から、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたしま
す。
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連結計算書類

連結貸借対照表（2024年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,631,175 流 動 負 債 1,302,713
現 金 預 金 434,711 支払手形・工事未払金等 597,704
受取手形･完成工事未収入金等 864,694 短 期 借 入 金 110,530
未 成 工 事 支 出 金 79,903 ノンリコース短期借入金 261
棚 卸 不 動 産 166,293 リ ー ス 債 務 731
そ の 他 の 棚 卸 資 産 6,841 未 払 法 人 税 等 37,059
そ の 他 79,106 未 成 工 事 受 入 金 215,432
貸 倒 引 当 金 △ 375 預 り 金 196,991

完 成 工 事 補 償 引 当 金 3,467
固 定 資 産 952,466 工 事 損 失 引 当 金 96,661
有 形 固 定 資 産 332,715 受 注 損 失 引 当 金 71
建 物 ・ 構 築 物 82,537 そ の 他 43,802
機械・運搬具・工具器具備品 15,435 固 定 負 債 319,927
土 地 219,316 社 債 50,000
建 設 仮 勘 定 15,426 長 期 借 入 金 142,787

無 形 固 定 資 産 27,151 ノンリコース長期借入金 72,686
投 資 そ の 他 の 資 産 592,599 リ ー ス 債 務 1,533
投 資 有 価 証 券 478,191 繰 延 税 金 負 債 11,953
退 職 給 付 に 係 る 資 産 80,316 再評価に係る繰延税金負債 4,480
繰 延 税 金 資 産 4,504 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 840
そ の 他 31,751 役 員 株 式 給 付 引 当 金 271
貸 倒 引 当 金 △ 2,164 退 職 給 付 に 係 る 負 債 18,417

そ の 他 16,957
負 債 合 計 1,622,641

純 資 産 の 部
科 目 金 額

株 主 資 本 710,947
資 本 金 122,742
資 本 剰 余 金 30,382
利 益 剰 余 金 558,721
自 己 株 式 △ 898

その他の包括利益累計額 218,387
その他有価証券評価差額金 154,295
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 1
土 地 再 評 価 差 額 金 1,176
為 替 換 算 調 整 勘 定 2,530
退職給付に係る調整累計額 60,385

非 支 配 株 主 持 分 31,666
純 資 産 合 計 961,000

資 産 合 計 2,583,641 負 債、 純 資 産 合 計 2,583,641
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連結損益計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高
完 成 工 事 高 1,602,000
開 発 事 業 等 売 上 高 163,023 1,765,023

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 1,509,665
開 発 事 業 等 売 上 原 価 127,957 1,637,622
売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 92,334
開発事業等売上総利益 35,066 127,400

販売費及び一般管理費 100,920
営 業 利 益 26,480

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,273
為 替 差 益 2,581
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 4,195
そ の 他 646 14,697

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,080
租 税 公 課 542
そ の 他 643 2,266

経 常 利 益 38,910

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 17,908
そ の 他 1,970 19,879

特 別 損 失 1,695
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 57,093
法人税、住民税及び事業税 48,482
法 人 税 等 調 整 額 △ 32,722 15,760
当 期 純 利 益 41,333
非支配株主に帰属する当期純利益 1,060
親会社株主に帰属する当期純利益 40,272
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計算書類

貸借対照表（2024年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,223,055 流 動 負 債 1,207,828
現 金 預 金 358,727 支 払 手 形 13,183
受 取 手 形 21,589 電 子 記 録 債 務 128,723
完 成 工 事 未 収 入 金 668,404 工 事 未 払 金 372,080
販 売 用 不 動 産 25,720 短 期 借 入 金 81,692
未 成 工 事 支 出 金 66,424 リ ー ス 債 務 460
開 発 事 業 等 支 出 金 14,659 未 払 法 人 税 等 28,948
そ の 他 67,661 未 成 工 事 受 入 金 195,892
貸 倒 引 当 金 △ 130 預 り 金 258,558

完 成 工 事 補 償 引 当 金 2,706
固 定 資 産 834,654 工 事 損 失 引 当 金 96,036
有 形 固 定 資 産 156,329 そ の 他 29,545
建 物 ・ 構 築 物 47,763
機 械 ・ 運 搬 具 5,195 固 定 負 債 180,236
工 具 器 具 ・ 備 品 1,749 社 債 50,000
土 地 93,792 長 期 借 入 金 106,387
建 設 仮 勘 定 7,828 リ ー ス 債 務 586

無 形 固 定 資 産 15,208 退 職 給 付 引 当 金 19,249
投 資 そ の 他 の 資 産 663,117 役 員 株 式 給 付 引 当 金 22
投 資 有 価 証 券 395,240 そ の 他 3,991
関係会社株式・関係会社出資金 233,734 負 債 合 計 1,388,064
長 期 貸 付 金 6,568 純 資 産 の 部
長 期 前 払 費 用 442 科 目 金 額
前 払 年 金 費 用 9,303 株 主 資 本 519,652
繰 延 税 金 資 産 4,200 資 本 金 122,742
そ の 他 21,023 資 本 剰 余 金 30,686
貸 倒 引 当 金 △ 7,395 資 本 準 備 金 30,686

利 益 剰 余 金 367,123
そ の 他 利 益 剰 余 金 367,123
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,414
特 定 株 式 取 得 積 立 金 250
別 途 積 立 金 330,500
繰 越 利 益 剰 余 金 34,958

自 己 株 式 △ 898
評 価 ・ 換 算 差 額 等 149,993
その他有価証券評価差額金 149,993
純 資 産 合 計 669,646

資 産 合 計 2,057,710 負 債、 純 資 産 合 計 2,057,710
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損益計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高
完 成 工 事 高 1,354,829
開 発 事 業 等 売 上 高 38,837 1,393,667

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 1,295,961
開 発 事 業 等 売 上 原 価 21,752 1,317,713
売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 58,867
開発事業等売上総利益 17,085 75,953

販売費及び一般管理費 70,430
営 業 利 益 5,522

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,113
為 替 差 益 2,514
そ の 他 173 9,801

営 業 外 費 用
支 払 利 息 800
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2
租 税 公 課 379
そ の 他 357 1,539

経 常 利 益 13,784

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 17,494
そ の 他 382 17,877

特 別 損 失 867
税 引 前 当 期 純 利 益 30,794
法人税、住民税及び事業税 39,105
法 人 税 等 調 整 額 △ 30,955 8,150
当 期 純 利 益 22,643



32

監査報告書

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
大成建設株式会社
代表取締役社長 相 川 善 郎 殿

2024年5月7日

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 袖 川 兼 輔
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 田 貴 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 忠

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大成建設株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結

会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大成建設株式

会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結

計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上



34

会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
大成建設株式会社
代表取締役社長 相 川 善 郎 殿

2024年5月7日

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 袖 川 兼 輔
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 田 貴 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 忠

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大成建設株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日まで

の第164期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書

類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2023年4月1日から2024年3月31日までの第164期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成

した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等
及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の
使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所の業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第
3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
なお、事業報告に記載のとおり、当社建築事業において発生した鉄骨建方等の精度不良や工程遅延の事案を受け、具体的な取

り組みが開始されていることを確認しております。引き続き実施状況につき注視してまいります。
2024年5月8日

大成建設株式会社 監査役会
常勤監査役 林 隆 ㊞
常勤監査役 奥 田 秀 一 ㊞
社外監査役 佐 藤 康 博 ㊞
社外監査役 田 代 政 司 ㊞
社外監査役 大 原 慶 子 ㊞
社外監査役 三 浦 正 充 ㊞

以 上
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株主優待制度のご案内 株主優待ウェブサイト
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ir/stock/yutai/

37

当社では、毎年3月31日現在の株主様を対象に株主優待制度を実施しております。
詳しくは当社ウェブサイトをご参照ください。
❶工事請負代金・仲介手数料等割引クーポン券（100株以上の方対象）

①と②は
譲渡可能です！
ご自身で利用され
ない場合、お知り
合いの方に差し上
げるなど有効にご
活用ください。

当社グループ会社にご注文いただいた工事請負代金（新築工事・リフォーム工事など）や
仲介手数料の代金（税込）の一部としてご利用いただけます。なお、新築工事・リフォーム
工事などに関するご相談は、大成建設グループ「くらしと街のコンシェルジュ」
（ 0120-773-335）までお気軽にご相談をお寄せください。

❷ゴルフ場ご優待クーポン券（100株以上の方対象）
「軽井沢高原ゴルフ倶楽部」（https://www.karuizawa-kogen.com）にてご利用いただ
けます（冬期間〈11月下旬〜4月上旬〉はクローズとなります）。
ご利用・ご予約等に関するお問い合わせは、軽井沢高原ゴルフ倶楽部ウェブサイトもし
くはお電話（☎ 0279-84-5588）にてお問い合わせください。

❸簡易地震リスク診断申込書（1,000株以上の方対象）
簡易地震リスク診断では、ご記入いただきますチェックシートに基づき、建物の耐震予備診断を行い、建物所在
地において想定される震度・液状化の危険度の予測を行います。加えて戸建住宅以外の建物につきまして
は、想定される被害も予測します。
地震発生時の被害を最小限に抑えるためにも、建物の耐震性を検証することは極めて重要です。今後の地震対策
に是非ご活用ください。
なお、株主様から3親等以内のご親族様名義の建物まで診断いたします。すでにご所有の建物を診断
された株主様の申込書は、ご両親やお子様などご親族様の所有されている建物でご活用ください。

株主メモ
事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月
基準日 定時株主総会の議決権 毎年3月31日

期末配当金 毎年3月31日
中間配当金 毎年9月30日

上場証券取引所 東京・名古屋
単元株式数 100株
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号

みずほ信託銀行株式会社

郵便物送付先 〒168-8507
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部

電話照会先 0120-288-324
（土･日･祝日を除く9:00〜17:00）

公告の方法 電子公告
公告掲載URL（https://www.taisei.co.jp/）
やむを得ない事由によって電子公告が
できないときは、日本経済新聞に掲載

https://www.taisei.co.jp/ir/stock/yutai/



